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 環境報告書は、事業活動に係る

環境配慮等の状況に関する情報や

環境への負荷の低減に関する情報

などを記載したもので、「環境情

報の提供の促進等による特定事業

者等の環境に配慮した事業活動の

促進に関する法律」（平成 17 年 4

月 1 日施行）により、その作成・

公表が努力義務とされています。 

神奈川県企業庁では、環境に配慮

した取組の状況を県民の皆さまに

知っていただけるよう、毎年この

報告書を作成しています。 
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企業庁における環境への取組 
 

 

●浄水発生土の再資源化 

浄水場において、水道水をつくる過程で発生する土

を浄水発生土と呼んでいます。県営水道では環境負

荷の低減に向け、浄水発生土をセメント原材料等と

して再資源化しています。 

 

 

 

 

 

●水道管の浅層埋設と建設発生土の再利用 

口径 300 ㎜以下の水道管を埋設する深さは平成

11 年まで地表面から 1.2m としていましたが、水

道管の耐久性向上や道路の埋設基準の規制緩和に

より 0.7m に変更しました。また、掘削の際に発生

する良質な砂は、道路管理者と協議の上、埋戻し用

の材料として再利用しました。 

これにより、建設発生土の削減が図られ、土を運搬

するトラックの台数が減ることで二酸化炭素（CO２）

の発生を抑制しました。 
 
 

 

 

 

●漏水対策 

地下漏水は、直接人の目に触れることがないため長

時間見逃されがちです。そのため、漏水探知器など

を利用した調査による早期発見に努め、貴重な水資

源の損失を防いでいます。 

 

 

※漏水防止量は、漏水調査で発見した漏水を修理するこ
とで 183 日(半年)相当の地下漏水を防止できたと想
定し算出しています。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水道事業における取組 

令和５年度の漏水防止量※ 1,514,874ｍ3 

 

【漏水調査の様子】 

【水道管埋設状況】 

【寒川浄水場排水処理施設】 

令和５年度の浄水発生土量 ６,901ｔ 

令和５年度に埋め戻した発生土量 ２,347m3 

令和５年度に削減した発生土量 21,２10m3 
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【愛川太陽光発電所】 

＜参考資料＞ 

◇水道水をお届けするまでの環境への負荷 

県営水道が県民の皆さまにお届けした水道水（送水

量）は、令和５年度 333,224,449ｍ3 でした。     

令和 5 年度における取水・浄水、そして水道水をお

届けするまでの工程におけるエネルギーの消費量

や二酸化炭素（CO２）などの排出量といった環境へ

の負荷は右のとおりでした。 

 
◇送水量と水道水をお届けするまでに発生     

 する二酸化炭素（CO２）発生量 

浄水場から送りだした水道水の量と、その水道水を

お届けするまでに排出した二酸化炭素（CO２）量及

び水１ｍ3 あたりの二酸化炭素（CO２）排出量を表

したものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
●水力発電について    
企業庁では、14 か所の水力発電所合計で最大出力

354,９61kW の発電を行っています。 

水力発電は、高い位置にある水が落下するエネルギ

ーで水車・発電機を回転させて電気を発生させます。

地球温暖化の原因ともいわれる二酸化炭素（CO2）

をほとんど出さない、環境にやさしい自然エネルギ

ーです。 

 
●太陽光発電について  

企業庁では、太陽光発電設備の普及促進を図るため、 

城山ソーラーガーデンをオープン（平成 11 年 3月） 

したことを皮切りに、県営メガソーラー発電所であ

る愛川太陽光発電所（平成 25 年度）と谷ヶ原太陽

光発電所（平成 26 年度）を設置しました。 

この２か所のメガソーラー発電所合計で最大出力

2,896kW の電力を発電しています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気事業における取組 

令和５年度の発電電力量 

289,902,086kWh※ 

 
※ 電気事業の発電電力量の規模は、神奈川県の一般

家庭約 1１万世帯が年間に消費する電力量に 
相当します 
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※他の自治体の公共工事に提供したもの 
【しゅんせつ作業】 

（相模湖） 

●次世代エネルギーパークの取組 

「あいかわ・つくい次世代エネルギーパーク」は、 

愛川太陽光発電所を中心として、愛川、津久井地域

に集まっている水力発電所や太陽光発電設備など

を組み合せ、再生可能エネルギーを学びながら体験

していただく施設として国より認定を受けていま

す。この取組によりエネルギーパークの見学者へ再

生可能エネルギー等の理解増進を図っています。 

 
●アクア de パワーかながわ 
県と企業庁、東京電力エナジーパートナー株式会社

が協働し、企業庁の水力発電所で発電した電気の環

境価値を活用して、再生可能エネルギーの地産地消

及び県内企業の二酸化炭素（CO２）排出量の削減並

びに県の環境施策を推進しています。 
 
 
 
＜参考資料＞ 

◇各種電源別の二酸化炭素（CO2）排出量 
電気事業における、水力発電所と太陽光発電所の令

和５年度の発電電力量は、石油火力で同量の発電を

したと想定すると、約２１万ｔの二酸化炭素（CO２）

排出抑制効果があります。 

再生可能エネルギーである、水力発電と太陽光発電

は、二酸化炭素（CO２）をほとんど排出しない環境

にやさしい自然エネルギーです。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

●堆積土砂の骨材などへの利用 

貯水池からしゅんせつした土砂は、建設用の骨材を

はじめ、海岸養浜材や土地改良事業などの埋立て材 

として有効利用しています。 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    出典「電力中央研究所 総合報告 YO6 図１」 

 
 
 
 

 

 

ダム・貯水池における取組 

令和５年度の用途別利用量 

相模湖・奥相模湖・丹沢湖 

建設用骨材         12,690 m3 

    海岸養浜材                  6,458 m3 

河川還元            7,221 m3 

  埋立て材       146,302 m3 

工事間流用※                19,605 m3 

 

【資源エネルギー庁 次世代エネパカード】 
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１ 環境に配慮した物品やサービスを 
購入する 

            （グリーン調達） 
 
２ 購入に伴う活動の環境影響に配慮 

する 
   （グリーン配送等） 
 

3 環境に配慮している企業からの物品 
やサービスを購入する 

（グリーン入札） 
 

 

●貯水池に流入した流芥の処理 
貯水池に流入した流芥（流木・ペットボトル・発砲

スチロールなど）は、流木と廃棄物に分別して処理

しています。流木は、破砕処理（チップ化）して防

草材やクッション材として利用するほか、県民の

方々へ配布もしています。 

 

 

 
 
 
  
 
 
 

森林の持つ水源かん養機能の維持を図るため、水源

かん養林の保全について取り組んでいます。 

 
 
 

  
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 

 

●小水力発電について 
企業庁では、ダムからの維持放流や、水道水が配

水池に流入する際の未利用エネルギーを活用した

小水力発電設備を計 5 か所設置しており、発電し

た電力を施設で使用しているほか、電力会社に売

電しています。 
 
 
 
 
 
 
 

●企業庁では 

「神奈川県環境マネジメントシステム」に基づ

き、職員全員が省エネ対策を行うと共に、業務設

備更新時において省エネ型機器の導入や新エネル

ギーの利用を行っています。 

また、「神奈川県グリーン購入基本方針」に基づ

き、環境への負荷が少ないリサイクル製品などを

優先的に購入することにより、環境保全型の市場

を拡大し、企業に環境負荷の少ない物品の開発や

環境に配慮した経営努力を促しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水源かん養林の保全 

令和５年度の流木の再資源化量 

相模湖・丹沢湖            494  m3 

 

 

【流木のチップ化作業】 

 
 
 

【水源かん養林】 

（相模原市緑区青根地区） 

企業庁全体の取組 

水源かん養林保有面積 

相模原市緑区青根       426.83ha 

箱 根 町 仙 石 原        12.39ha 

 

【小水力発電の仕組み（例）】 



●集計方法 ●用語解説

 環境保全コスト
環境負荷の発生防止、抑制または回避、影響の除去、発
生した被害の回復などへの取組のための投資額、及び費
用額を貨幣単位で測定します。

●環境負荷低減効果の算出に関する指標  投資額

 二酸化炭素（ＣＯ2）

二酸化炭素（ＣＯ2）は、赤外線の一部を吸収する性質

があるため、地球温暖化の原因のひとつとされる、温室
効果ガスとしての働きがあります。

 費用額

 窒素酸化物(ＮＯｘ)

 環境負荷低減効果

 硫黄酸化物(ＳＯｘ)

 経済効果
環境保全の取組により、節減や回避できたコスト、また
は、収益として得られた額をいいます。

環境保全の取組により、抑制や回避できた環境負荷低減
量とし、物量単位で測定します。

環境会計とは、事業活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果
を認識し、可能な限り定量的（貨幣単位または物量単位）に測定し公表する仕組みです。
その目的は、企業等が持続可能な発展を目指して、社会との良好な関係を保ちつつ、
環境保全への取組を効率的、かつ効果的に推進していくことが挙げられます。

 分類・集計は、環境省が公表した「環境会計ガイドライ
ン2005年度版」を参考にしています。
 集計期間は、令和5年度（令和5年４月１日～令和6年
３月31日）とし、集計範囲は水道事業及び電気事業と
しています。

対象期間における環境保全を目的として支出した額で、
その効果が複数の期間にわたって持続し、その期間に費
用化されていくもの（減価償却資産の当期取得額）をい
います。

環境保全を目的とした財・サービスを使い果たした際の
費用、または損失とし、維持経費や減価償却費などの総
額（人件費は除く）をいいます。一酸化窒素（ＮＯ）、二酸化窒素（ＮＯ2）などの総称

です。化学燃料の燃焼などにより、物質に含まれる窒素
酸化物や空気中の窒素などが酸化されて発生します。光
化学スモッグや酸性雨を引き起こすため、大気汚染の原
因となります。

一酸化硫黄（SＯ）、二酸化硫黄（SＯ2）などの総称で

す。硫黄を含む化学燃料の燃焼により発生します。酸性
雨を引き起こすため、大気汚染の原因となります。

環境会計

令和５年度決算版
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●結果の概要　　　

主な取組の内容
投資額

（千円）
費用額

（千円）
【参考】

環境保全対策分野に応じた分類

ＣＯ2削減 2,165.6 t ＣＯ2削減 2,771.4 t
（ＣＯ2の吸収 335.4 t） （ＣＯ2の吸収 337.7 t）
ＮＯｘ削減 448.7 ㎏ ＮＯｘ削減 481.7 ㎏
ＳＯｘ削減 149.5 ㎏ ＳＯｘ削減 160.6 ㎏
廃棄物の削減 502,253.9 t 廃棄物の削減 306,665.7 t
土砂処分量の削減 3,634.8 t 土砂処分量の削減 6,826.2 t
流木の資源化 3.2 t 流木の資源化 3.8 t

河川等の水質保全、水質汚濁防止法に基づく浄水場の適切な排水管理や
排水処理施設の水質管理

0 270,341
水環境・土壌環境・地盤環境保全に
関するコスト

(経費削減効果)　 0

ＣＯ2削減 1,775.9 t ＣＯ2削減 2,296.8 t
ＮＯｘ削減 413.3 ㎏ ＮＯｘ削減 447.0 ㎏
ＳＯｘ削減 137.7 ㎏ ＳＯｘ削減 149.0 ㎏

ＣＯ2削減 236.1 t ＣＯ2削減 298.6 t
廃棄物の削減 502,253.9 t 廃棄物の削減 306,665.7 t
土砂処分量の削減 3,634.8 t 土砂処分量の削減 6,826.2 t
流木の資源化 3.2 t 流木の資源化 3.8 t

ＣＯ2削減 153.6 t ＣＯ2削減 176.0 t
ＮＯｘ削減 35.4 ㎏ ＮＯｘ削減 34.7 ㎏
ＳＯｘ削減 11.8 ㎏ ＳＯｘ削減 11.6 ㎏

上・下流コスト ＣＯ2削減 2.8 t ＣＯ2削減 3.1 t
大気環境保全に関するコスト ＮＯｘ削減 17.9 ㎏ ＮＯｘ削減 16.0 ㎏

ＣＯ2削減 2.7 t ＣＯ2削減 2.9 t
ＮＯｘ削減 0.6 ㎏ ＮＯｘ削減 0.6 ㎏
ＳＯｘ削減 0.3 ㎏ ＳＯｘ削減 0.2 ㎏
ＣＯ2削減 2,171.1 t ＣＯ2削減 2,777.4 t
（ＣＯ2の吸収 335.4 t） （ＣＯ2の吸収 337.7 t）
ＮＯｘ削減 467.2 ㎏ ＮＯｘ削減 498.3 ㎏
ＳＯｘ削減 149.8 ㎏ ＳＯｘ削減 160.8 ㎏
廃棄物の削減 502,253.9 t 廃棄物の削減 306,665.7 t
土砂処分量の削減 3,634.8 t 土砂処分量の削減 6,826.2 t
流木の資源化 3.2 t 流木の資源化 3.8 t

主な取組の内容
投資額

（千円）
費用額

（千円）
【参考】

環境保全対策分野に応じた分類

ＣＯ2削減 188.9 t ＣＯ2削減 155.2 t
（ＣＯ2の吸収 3,030.0 t） （ＣＯ2の吸収 3,050.8 t）

(収益) 1,030 ＮＯx削減                  22.3 ㎏ ＮＯx削減                  19.5 ㎏

(経費削減効果) 17,606 ＳＯx削減　                 7.4 ㎏ ＳＯx削減　                 6.5 ㎏

土砂処分量の削減　         20,559.8 t 土砂処分量の削減　         25,635.7 t

流木の資源化 28.8 t 流木の資源化 34.1 t

(収益) 1,030 ＣＯ2削減 141.4 t ＣＯ2削減 98.9 t

(経費削減効果) 2,239 ＮＯｘ削減 22.3 ㎏ ＮＯｘ削減 19.5 ㎏

ＳＯｘ削減 7.4 ㎏ ＳＯｘ削減 6.5 ㎏
ＣＯ2削減 47.5 t ＣＯ2削減 56.3 t

土砂処分量の削減 20,559.8 t 土砂処分量の削減 25,635.7 t

流木の資源化 28.8 t 流木の資源化 34.1 t

相模原市青根地区の水源かん養林の保育（電気事業会計分）
横浜市が保有する道志村水源かん養林の保育に関する負担金（電気事業会計分）

0 63,678 地球温暖化対策に関するコスト (経費削減効果) 3,999 （ＣＯ2の吸収 3,030.0 t） （ＣＯ2の吸収 3,050.8 t）

上・下流コスト ＣＯ2削減 0.7 ｔ ＣＯ2削減 0.6 ｔ

ＮＯｘ削減 4.3 ㎏ ＮＯｘ削減 4.3 ㎏

(収益) 223 ＣＯ2削減 34.2 t ＣＯ2削減 18.5 t

(経費削減効果) 804 ＮＯｘ削減 5.2 ㎏ ＮＯｘ削減 3.6 ㎏

ＳＯｘ削減 1.7 ㎏ ＳＯｘ削減 1.2 ㎏

ＣＯ2削減 223.8 t ＣＯ2削減 174.3 t

（ＣＯ2の吸収 3,030.0 t） （ＣＯ2の吸収 3,050.8 t）

(収益) 1,253 ＮＯx削減 　　　　　　　　31.8 ㎏ ＮＯx削減 　　　　　　　　27.4 ㎏

(経費削減効果) 18,461 ＳＯx削減 9.1 ㎏ ＳＯx削減 7.7 ㎏

土砂処分量の削減   20,559.8 t 土砂処分量の削減   25,635.7 t

流木の資源化 28.8 t 流木の資源化 34.1 t

335.4 t）

0

社会活動コスト

合　　計

社会活動コスト

1,274,666

低公害車等の導入及び使用

(経費削減効果)

　水道事業本来の活動に関連して生　
　じる環境負荷抑制のためのコスト

大気環境保全に関するコスト

地球温暖化対策に関するコスト

地球温暖化対策に関するコスト

(経費削減効果)

その他コスト

(経費削減効果) 11,368

内
　
　
訳

地球環境保全

 経済効果については、125万円の収益と1,846万円の経費削減効果となりました。

0

t）

環　　境　　保　　全　　コ　　ス　　ト 環 境 保 全 効 果 昨 年 度 分

57,218

(経費削減効果)　　　  510　電気事業本来の活動に関連して生　
　じる環境負荷抑制のためのコスト

道志ダム発電所の運転
津久井発電所での太陽光発電設備の運転

環境保全意識向上のための広報活動
太陽光発電設備の運転（城山ソーラーガーデン、城山湖ソーラー展望台）

その他コスト

（ＣＯ2の吸収

 環境負荷低減効果については、二酸化炭素（ＣＯ2）が3,253.8ｔ（内訳　CO2削減：223.8t、CO2吸収：3,030.0ｔ）、窒素酸化物（ＮＯx）が31.8㎏、

昨 年 度 分

環境負荷低減効果
（物量単位）

小学生を対象とした環境学習型広報活動や刊行物・広報紙等による広報活動の実施
広報活動を通じた河川の美化等（浄水コストの軽減によるCO2削減効果）

太陽光発電によるＣＯ２等の削減効果（水道記念館）

235

13,828

0 6,920

109,244

923,975

239

(経費削減効果)56,884

240,638

443(経費削減効果)　

経済効果
(収益又は経費削減効果)

（千円）

（ＣＯ2の吸収

127

1,274,3001,499,102

環 境 保 全 効 果

環境負荷低減効果
（物量単位）

1,589,629

分類

0

0

浄水場やポンプ所の電力量削除
太陽光発電設備の運転（寒川浄水場・水道水質センター・相模原水道営業所・
厚木電動弁用地・乾屋敷電動弁用地）
小水力発電設備の運転（稲荷配水池・芹沢配水池・中津配水池・葛原配水池）

脱水ケーキの処分（谷ケ原浄水場・寒川浄水場）
水道管埋設時の再生砂等、再生路盤材、発生土の利用
配水管浅層埋設
相模貯水池のしゅんせつ土砂の骨材利用（水道事業会計分） 
ダムに流入した流木の破砕処理による再資源化（水道事業会計分）

内
　
　
訳

地球環境保全

資源循環

漏水防止対策

事業エリア内コスト

　水道事業本来の活動により生じる
　環境負荷抑制のためのコスト

水道水の漏水防止のための調査や工事と水資源の確保 129,745

129,745

水道事業会計 

   電気事業会計　

671,901

7,049

492,927

0

0

0
箱根水源かん養林の整備
相模原市青根地区の水源かん養林の保育（水道事業会計分）
横浜市が保有する道志村水源かん養林の保育に対する負担（水道事業会計分）

水源かん養林の保全

水源かん養林の保全

低公害車等の導入及び使用

 環境保全コストのうち、投資額は1億2,975万円、費用額は、15億8,963万円でした。
 環境負荷低減効果については、二酸化炭素（ＣＯ２）が2,506.5ｔ（内訳　CO2削減：2,171.1t、CO2吸収：335.4ｔ）、窒素酸化物（ＮＯｘ）が467.2㎏、

 硫黄酸化物（ＳＯx）が149.8㎏、廃棄物が502,253.9t、土砂処分量が3,634.8tの削減、流木の資源化が3.2tとなりました。
 経済効果については、12億7,467万円の経費削減効果となりました。

環境負荷低減効果
（物量単位）

環境負荷低減効果
（物量単位）

　電気事業本来の活動により生じる
　環境負荷抑制のためのコスト

129,745

環　　境　　保　　全　　コ　　ス　　ト

公害防止

(経費削減効果)　

資源循環
しゅんせつ土砂の骨材等利用（相模貯水池・道志調整池）（電気事業会計分）
ダムに流入した流木の破砕処理による再資源化（電気事業会計分）

0 62,157 廃棄物・リサイクル対策に関するコスト

132,755

 硫黄酸化物（ＳＯｘ）が9.1㎏、土砂処分量が20,559.8ｔの削減、流木の資源化が28.8tとなりました。

33,309

分類
経済効果

(収益又は経費削減効果)
（千円）

(注)　水源かん養林の保全に関する環境負荷低減効果は、参考値のためカッコ書きにしています（以降の記載も同様です）。

 環境保全コストのうち、投資額は０万円、費用額は１億4,682万円でした。

事業エリア内コスト

(経費削減効果)

337.7

(経費削減効果)

地球温暖化対策に関するコスト

廃棄物・リサイクル対策に関するコスト

地球温暖化対策に関するコスト

(経費削減効果)

146,818合　　計 0

－ 6 －



主な取組の内容
投資額

（千円）
費用額

（千円）
【参考】

環境保全対策分野に応じた分類

ＣＯ2削減 2,354.5 t ＣＯ2削減 2,926.6 t

（ＣＯ2の吸収 3,365.4 t） （ＣＯ2の吸収 3,388.5 t）

(収益) 1,030 ＮＯｘ削減 471.0 ㎏ ＮＯｘ削減 501.2 ㎏

(経費削減効果) 1,291,906 ＳＯｘ削減 156.9 ㎏ ＳＯｘ削減 167.1 ㎏

廃棄物の削減 502,253.9 t 廃棄物の削減 306,665.7 t

土砂処分量の削減 24,194.6 t 土砂処分量の削減 32,461.9 t

流木の資源化 32.0 t 流木の資源化 37.9 t

河川等の水質保全、水質汚濁防止法に基づく浄水場の適切な排水管理や
排水処理施設の水質管理

0 270,341
水環境・土壌環境・地盤環境保全に
関するコスト

(経費削減効果)　 0

ＣＯ2削減 1,917.3 t ＣＯ2削減 2,395.7 t

(収益) 1,030 ＮＯｘ削減 435.6 ㎏ ＮＯｘ削減 466.5 ㎏

(経費削減効果) 111,483 ＳＯｘ削減 145.1 ㎏ ＳＯｘ削減 155.5 ㎏

ＣＯ2削減 283.6 t ＣＯ2削減 354.9 t

廃棄物の削減 502,253.9 t 廃棄物の削減 306,665.7 t

土砂処分量の削減 24,194.6 t 土砂処分量の削減 32,461.9 t

しゅんせつ土砂の骨材等利用（相模貯水池・道志調整池） 流木の資源化 32.0 t 流木の資源化 37.9 t

ダムに流入した流木の破砕処理による再資源化

ＣＯ2削減 153.6 t ＣＯ2削減 176 t

ＮＯｘ削減 35.4 ㎏ ＮＯｘ削減 34.7 ㎏

ＳＯｘ削減 11.8 ㎏ ＳＯｘ削減 11.6 ㎏

上・下流コスト ＣＯ2削減 3.5 t ＣＯ2削減 3.7 t

大気環境保全に関するコスト ＮＯｘ削減 22.2 ㎏ ＮＯｘ削減 20.3 ㎏

ＣＯ2削減 36.9 t ＣＯ2削減 21.4 t

(収益) 223 ＮＯｘ削減 5.8 ㎏ ＮＯｘ削減 4.2 ㎏

(経費削減効果) 931 ＳＯｘ削減 2 ㎏ ＳＯｘ削減 1.4 ㎏

ＣＯ2削減 2,394.9 t ＣＯ2削減 2,951.7 t
（ＣＯ2の吸収 3,365.4 t） （ＣＯ2の吸収 3,388.5 t）

(収益) 1,253 ＮＯｘ削減 499.0 ㎏ ＮＯｘ削減 525.7 ㎏

(経費削減効果) 1,293,127 ＳＯｘ削減 158.9 ㎏ ＳＯｘ削減 168.5 ㎏

廃棄物の削減 502,253.9 t 廃棄物の削減 306,665.7 t

土砂処分量の削減 24,194.6 t 土砂処分量の削減 32,461.9 t

流木の資源化 32.0 t 流木の資源化 37.9 t

t）

漏水防止対策 水道水の漏水防止のための調査や工事と水資源の確保 129,745 492,927 地球温暖化対策に関するコスト (経費削減効果) 240,638

水源かん養林の保全
箱根水源かん養林の整備
相模原市青根地区の水源かん養林の保育
横浜市が保有する道志村水源かん養林の保育に対する負担

0 70,727 地球温暖化対策に関するコスト (経費削減効果)　 4,442 3,365.4 t） （ＣＯ2の吸収 3,388.5（ＣＯ2の吸収

環境負荷低減効果
（物量単位）

環境負荷低減効果
（物量単位）

 環境保全コストのうち、投資額は1億2,975万円、費用額は、17億3,645万円でした。
 環境負荷低減効果については、二酸化炭素（ＣＯ２）が5,760.3ｔ（内訳　CO2削減：2,394.9t、CO2吸収：3,365.4ｔ）、窒素酸化物（ＮＯｘ）が499.0㎏、
 硫黄酸化物（ＳＯx）が158.9㎏、廃棄物が502,253.9t、土砂処分量が24,194.6tの削減、流木の資源化が32.0tとなりました。
 経済効果については、125万円の収益と12億9,313万円の経費削減効果となりました。

環　　境　　保　　全　　コ　　ス　　ト 環 境 保 全 効 果 昨 年 度 分

   合　計　　　　　

合　　計 129,745 1,736,447

129,745 1,631,857

資源循環 0 734,058 廃棄物・リサイクル対策に関するコスト

0 33,544 その他コスト

内
　
　
訳

公害防止

浄水場やポンプ所の電力量削除
太陽光発電設備の運転（寒川浄水場・水道水質センター・相模原水道営業所・
厚木電動弁用地・乾屋敷電動弁用地）
小水力発電設備の運転（稲荷配水池・芹沢配水池・中津配水池・葛原配水池）

道志ダム発電所の運転
津久井発電所での太陽光発電設備の運転

地球環境保全 地球温暖化対策に関するコスト0 63,804

環境保全意識向上のための広報活動
太陽光発電設備の運転（城山ソーラーガーデン、城山湖ソーラー展望台）

(経費削減効果) 935,343

(経費削減効果) 290　水道事業本来の活動に関連して生　
　じる環境負荷抑制のためのコスト

社会活動コスト

低公害車等の導入及び使用 0 71,046

脱水ケーキの処分（谷ケ原浄水場・寒川浄水場）
水道管埋設時の再生砂等、再生路盤材、発生土の利用
配水管浅層埋設
相模貯水池のしゅんせつ土砂の骨材利用

分類
経済効果

(収益又は経費削減効果)
（千円）

事業エリア内コスト

　水道・電気事業本来の活動により
   生じる環境負荷抑制のためのコスト

小・中学生を対象とした環境学習型広報活動や刊行物・広報紙等による広報活動の実施
広報活動を通じた河川の美化等（浄水コストの軽減によるCO2削減効果）

太陽光発電によるＣＯ２等の削減効果（水道記念館）

－ 7 －


